全人連作成｢特2級｣参考モデル給料表に対する声明
2008年2月5日

長野県高等学校教職員組合執行委員会

全国人事委員会連合会(全人連)は2月5日､｢特2級｣参考モデル給料表を決定しました。

これは､2007年6月19日に与党による強行採決で成立した学校教育法の一部改正により｢副校長･主幹教諭･指導教諭を小･中･高等学校に置くことができる｣とされたことと､文部科学省から主幹教諭および指導教諭について｢給料表上､新たな職務の級(特2級)｣の設置が必要となったことを受け､全人連が作成したものです｡

構造改革による公務員の総人件費抑制路線は､教育現場にも大きな影響をもたらしています｡文部科学省が2006年度に行った教員の勤務実態調査では､異常な超過勤務実態が明らかになり､その結果2008年度の概算要求で同省は定数増を求めました｡いっぽう､教育現場では病気による休職者が増えていることからも､多忙化が一向に解消されていない問題が浮き彫りになっています｡時の政権主導による教育再生は一部のエリート育成にばかり主眼がおかれているがために､多忙化にいっそう拍車がかかっている始末です｡

2007年3月29日に中央教育審議会が答申した｢今後の教員給与の在り方について｣の中では､この実態について｢何よりもまず教員が子どもたちに向き合い、きちんと指導を行えるための時間を確保することが重要である｣と述べています｡しかし､勤務実態調査で明らかになった時間外勤務を抜本的に解消するための教職員定数増や教育条件改善のための教育予算確保は盛り込まず､教育再生会議第1次報告を受けて､｢副校長｣｢主幹｣制度の整備や｢指導教諭｣の新設などの新たな階層分化､さらには｢メリハリのある教員給与の在り方｣として､新たな差別を持ち込む｢教員の給与の見直し｣を提言しました｡

今回示された｢特2級｣参考モデル給料表は教育現場が求めている多忙化解消のための定数増とは無縁のもので､むしろ現場に混乱をもたらす新たな階層づくりに過ぎません｡そしてこれはさらに｢メリハリある教員給与体系｣づくりへの入口となるものであり､断じて導入すべきではありません｡
私たちは､引き続き｢生徒･保護者･地域と共同した学校づくり｣をすすめ､憲法改悪反対をはじめとするさまざまな運動と結合し､職場に分断をもたらす｢新たな職｣の導入を阻止するため､すべての組合員が団結し､全力でたたかう決意を確認します｡
